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下水道に関する法令等における雨水の位置づけ

【雨水の貯留・浸透の法令等における課題】

•下水道計画の考え方は雨水の速やかな排除が基本であり、積極的に貯留・浸透をしていく体系となって
いない。

•貯留に関する構造上の基準がなく、貯留の取り扱いが明確でない。
•浸透に関しては、排水施設、排水設備の選択し得る構造の一つとしての取り扱いとなっている。
•雨水の流出抑制機能を排水機能の一部と解釈することは一般的には不自然
•雨水の利用に関する規定がない。

※下水道施設計画・設計指針と解説（（社）日本下水道協会）

【現行の制度等】
＜下水道法、下水道法施行令＞
・下水道：下水を排除するために設けられる排水管、排水渠その他の排水施設、これに接続して下水を処理するため
に設けられる処理施設又はこれらの施設を補完するために設けられるポンプ施設その他の施設の総体をいう。(法第
2条）
・公共下水道の供用が開始された場合においては、遅滞なく、その土地の下水を公共下水道に流入させるために必要

な排水管、排水渠その他の排水施設を設置しなければならない。（排水設備の設置（法第１０条））
・雨水を排除すべきものについては、多孔管その他雨水を地下に浸透させる
機能を有するものとすることができる。(排水施設（令５条の４）、排水設備
（令８条））
・下水計画量に応じ、排除すべき下水を支障なく流下させることができるもの
とすること。（排水施設の構造の技術上の基準（令５条の５））

＜設計指針※＞
・雨水排除計画においては、ピーク量を速やかに流下させることが基本。
・管きょ布設が困難な場合等には、必要に応じて貯留・浸透を盛り込んだ計画とする。

官民境界



河道の整備上は問題ないが、下水道整備による浸水被害の防止が困難な場合に

は、上記のようなスキームは適用できない。

・排水設備の技術上の特例として、貯留浸透機能の義務化が条例により可能(８条)

・雨水浸透阻害行為の許可（９条）

・保全調整池の指定等（２３条)

・保全調整池の機能保全のための管理協定の締結等（２７条)

特定都市河川浸水被害対策法では、河道整備による浸水被害の防止が都市化の進展に

より困難な地域について、以下のような、河川への流出抑制にかかる規定が設けられてお

り、これによって流域の浸水被害の防止を図っている。

特定都市河川浸水被害対策法の規定（平成１５年制定）

下水道に関する法令等における雨水の位置づけ

（例：海域への放流管により、一定レベルの整備が終了したが、その後の市街化の進展により
流域の流出係数が上昇し、管渠の能力不足が発生したような場合。）



【平常時】都市の水循環系の健全化【雨天時】安全・安心で雨に強いまちづくり
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【施策を進める上でのポイント】
・浸水対策として雨水を排除する下水道から貯留浸透型の下水道への転換を推進
・併せて平常時の水循環系の健全化も事業目的として位置づけ、雨水利用等の施設機能を持たせるよう
な計画づくりを推進
・住民、ＮＰＯ等や関係行政機関の参画により、地域にとって最も望ましい雨水活用の計画を策定
・地域住民、ＮＰＯ等の参画によるハード、ソフト施策についても計画に位置づけ



・貯留・浸透
機能を有す
る排水施設、
設備の基準
の明確化

・浸透適地・
不適地の基
準の制定

・施設の管理
基準の制定

下水道における雨水の活用に向けた施策

貯留・浸透型の
下水道への転換

・雨水の排水施設において貯留・浸透を標準化

他の公共施設における
貯留・浸透施設の整備

・各管理者と連携して貯留・浸透施設を率先して整備

民間施設における
貯留・浸透施設の設置

・民間に一定の負担を求める要件の明確化(下水道整備
による浸水被害の防止が困難な場合）
・設置した施設の機能を担保する仕組みの整備（施設改
変の届出、管理協定の効力継承、浸透機能維持のた
めの基準の確立等）
・施設設置のインセンティブとなる制度の充実

雨水活用の推進
・水の需要と供給をマッチングするための枠組み作り
・雨水利用施設の制度上の位置付けの明確化
・雨水利用施設の計画、設計基準の制定

講ずべき施策

・地域一体となって「雨に強いまちづくり」を実現することとあわせて、雨水の活用を推進することにより、
雨水が流出しにくく、活用しやすいまちづくりを実現。このため、下水道に関しては以下の施策を検討。

今後の取り組み



各事業が連携した雨水利用のための施設整備
・道路、公園等関係部局や住民等と連携し、雨水の浸透、貯留、利用を含めた地域にとって最も望ましい
雨水管理計画を策定し取組を推進


